
６６６６　　　　事 業 所事 業 所事 業 所事 業 所

１　事業所数 (単位：事業所)浜田市 浜田 金城 旭 弥栄 三隅平成13年10月1日 4,249  3,070  388    210    145    436    平成16年 6月1日 3,674  2,698  324    176    104    372    平成18年10月1日 3,925  2,846  325    202    128    424    （注）平成16年調査は簡易調査のため、 資料：事業所・企業統計調査　　　民営事業所のみが調査対象となっている。
２　産業別事業所数 (単位：事業所)総 数（ 第 １ 次 産 業 ）農 林 水 産 業（ 第 ２ 次 産 業 ）鉱 業建 設 業製 造 業（ 第 ３ 次 産 業 ）電気･ガス･熱供給・水道業情 報 ・ 通 信 業運 輸 業卸 売 ・ 小 売 業金 融 ・ 保 険 業不 動 産 業飲 食 店 ・ 宿 泊 業医 療 ・ 福 祉教 育 、 学 習 支 援 業複 合 サ ー ビ ス 事 業サ ー ビ ス 業公務（他に分類されないもの） 資料：事業所・企業統計調査（注） 平成16年調査は簡易調査のため、民営事業所のみが調査対象となっている。       日本標準産業分類は平成14年3月に改訂したため、平成13年調査の産業分類は　　　 改訂以降の調査の産業分類と同一でないため調査結果の掲載はしていない。

730            -              -              725            
369            222            77             81             
81             1,133          83             179            

398            247            2,981          22             4              
34             34             649            4              

事  業  所  数

5              418            273            2,943          
3,674          3,664          35             

年月日

産業大分類 うち民営事業所平成16年6月1日 平成18年10月1日
35             696            
84             12             83             3,236          4              18             

4              398            

81             765            73             
257            73             

1,165          86             166            350            

3,925          37             37             652            250            

163            
24             1,137          83             181            377            201            71             
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３　従業者数 (単位：人)浜田市 浜田 金城 旭 弥栄 三隅平成13年10月1日 31,484 24,350 2,318  1,165  811    2,840  平成16年 6月1日 25,400 19,378 2,046  858    466    2,652  平成18年10月1日 29,197 22,748 2,100  1,008  543    2,798  （注）平成16年調査は簡易調査のため、 資料：事業所・企業統計調査　　　民営事業所のみが調査対象となっている。
４　産業別従業者数 (単位：人)
総 数（ 第 １ 次 産 業 ）農 林 水 産 業（ 第 ２ 次 産 業 ）鉱 業建 設 業製 造 業（ 第 ３ 次 産 業 ）電気･ガス･熱供給・水道業情 報 ・ 通 信 業運 輸 業卸 売 ・ 小 売 業金 融 ・ 保 険 業不 動 産 業飲 食 店 ・ 宿 泊 業医 療 ・ 福 祉教 育 、 学 習 支 援 業複 合 サ ー ビ ス 事 業サ ー ビ ス 業公務（他に分類されないもの） 資料：事業所・企業統計調査（注） 平成16年調査は簡易調査のため、民営事業所のみが調査対象となっている。       日本標準産業分類は平成14年3月に改訂したため、平成13年調査の産業分類は　　　 改訂以降の調査の産業分類と同一でないため調査結果の掲載はしていない。

304            730            3,337          -              
615            290            1,918          3,558          
235            118            1,268          6,355          
24             2,760          3,936          18,728         

25,912         464            464            6,720          
産業大分類 うち民営事業所平成16年6月1日

従　業　者　数

平成18年10月1日

-              1,471          554            730            3,298          3,668          2,804          3,783          420            1,451          253            295            1,813          1,925          6,265          6,367          654            615            106            129            1,270          1,285          17,648         22,012         211            293            3,174          2,760          4,014          3,936          7,225          6,720          37             24             527            465            527            465            25,400         29,197         

年月日
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５　男女別従業者数 （単位：人）男 女 男 女 男 女総 数 25,400 14,221 11,179 29,197 16,404 12,793 25,912 14,191 11,721 （第１次産業） 527    451    76     465    392    73     464    392    72     農 林 水 産 業 527    451    76     465    392    73     464    392    72     （第２次産業） 7,225  4,955  2,270  6,720  4,596  2,124  6,720  4,596  2,124  鉱 業 37     31     6      24     18     6      24     18     6      建 設 業 3,174  2,723  451    2,760  2,356  404    2,760  2,356  404    製 造 業 4,014  2,201  1,813  3,936  2,222  1,714  3,936  2,222  1,714  （第３次産業） 17,648 8,815  8,833  22,012 11,416 10,596 18,728 9,203  9,525  電気･ガス･熱供給 ・ 水 道 業 211    189    22     293    257    36     235    210    25     情 報 ・ 通 信 業 106    76     30     129    88     41     118    78     40     運 輸 業 1,270  1,160  110    1,285  1,166  119    1,268  1,149  119    卸 売 ・ 小 売 業 6,265  3,186  3,079  6,367  3,264  3,103  6,355  3,264  3,091  金 融 ・ 保 険 業 654    299    355    615    303    312    615    303    312    不 動 産 業 253    145    108    295    158    137    290    154    136    飲食店・宿泊業 1,813  665    1,148  1,925  765    1,160  1,918  765    1,153  医 療 ・ 福 祉 2,804  664    2,140  3,783  942    2,841  3,558  844    2,714  教育、学習支援業 420    203    217    1,451  689    762    304    120    184    複合サービス事業 554    381    173    730    491    239    730    491    239    サ ー ビ ス 業 3,298  1,847  1,451  3,668  2,103  1,565  3,337  1,825  1,512  公務（他に分類されないもの） -      -      -      1,471  1,190  281    -      -      -      資料：事業所・企業統計調査（注） 平成16年調査は簡易調査のため、民営事業所のみが調査対象となっている。

産業大分類 うち民営事業所平成18年10月1日平成16年6月1日
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６　従業者規模別事業所数、従業者数 （単位：人）
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数総 数 3,925 29,197 3,664 25,912 2,378 4,878 606 3,907 （ 第 １ 次 産 業 ） 37 465 34 464 11 23 6 38 農 林 水 産 業 37 465 34 464 11 23 6 38 （ 第 ２ 次 産 業 ） 652 6,720 649 6,720 313 713 152 986 鉱 業 4 24 4 24 1 3 3 21 建 設 業 398 2,760 398 2,760 219 477 87 557 製 造 業 250 3,936 247 3,936 93 233 62 408 （ 第 ３ 次 産 業 ） 3,236 22,012 2,981 18,728 2,054 4,142 448 2,883 電 気 ･ ガ ス ･熱 供給・ 水 道 業 12 293 4 235 - - 1 8 情 報 ・ 通 信 業 24 129 22 118 14 26 2 11 運 輸 業 83 1,285 81 1,268 29 54 14 91 卸 売 ・ 小 売 業 1,137 6,367 1,133 6,355 778 1,740 194 1,239 金 融 ・ 保 険 業 83 615 83 615 43 111 21 133 不 動 産 業 181 295 179 290 171 234 6 32 飲 食 店 ・ 宿 泊 業 377 1,925 369 1,918 260 555 57 363 医 療 ・ 福 祉 257 3,783 222 3,558 80 178 43 306 教 育 、 学 習 支 援 業 163 1,451 77 304 58 79 11 70 複 合 サ ー ビ ス 事 業 81 730 81 730 46 97 13 85 サ ー ビ ス 業 765 3,668 730 3,337 575 1,068 86 545 公 務（他に分類されないもの） 73 1,471 - - - - - - 資料：事業所・企業統計調査

従業者数産業大分類 1～4人 5～9人民       営事業所数
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つづき 平成18年10月1日現在事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数  従業者数総 数 427    5,703  118    2,736  133    8,688  261    3,285  （ 第 １ 次 産 業 ） 7      104    5      117    4      182    3      1      農 林 水 産 業 7      104    5      117    4      182    3      1      （ 第 ２ 次 産 業 ） 119    1,605  27     591    37     2,825  3      -      鉱 業 -      -      -      -      -      -      -      -      建 設 業 65     873    15     328    11     525    -      -      製 造 業 54     732    12     263    26     2,300  3      -      （ 第 ３ 次 産 業 ） 301    3,994  86     2,028  92     5,681  255    3,284  電 気 ･ ガ ス ･熱 供給・ 水 道 業 -      -      -      -      3      227    8      58     情 報 ・ 通 信 業 5      60     1      21     -      -      2      11     運 輸 業 18     242    7      168    13     713    2      17     卸 売 ・ 小 売 業 115    1,537  26     606    20     1,233  4      12     金 融 ・ 保 険 業 13     165    3      69     3      137    -      -      不 動 産 業 2      24     -      -      -      -      2      5      飲 食 店 ・ 宿 泊 業 35     452    11     261    6      287    8      7      医 療 ・ 福 祉 52     715    20     464    27     1,895  35         225教 育 、 学 習 支 援 業 5      59     2      57     1      39          86   1,147複 合 サ ー ビ ス 事 業 14 162 4 98 4 288 - - サ ー ビ ス 業 42     578    12     284    15     862    35     331    公 務（他に分類されないもの） -      -      -      -      -      -      73     1,471  資料：事業所・企業統計調査

20～29人 30人以上産業大分類 民                    営 国・地方公共団体10～19人
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７　平成21年経済センサス-基礎調査 （単位：事業所、人）うち個人 うち法人 男 女総数 3,612 1,584 1,994 27,506 15,036 12,4701～4人 2,243 1,378 840 4,561 2,265 2,2965～9人 668 151 511 4,319 2,316 2,00310～19人 414 44 367 5,657 3,116 2,54120～29人 121 8 113 2,855 1,550 1,30530～49人 78 1 77 2,979 1,622 1,35750～99人 54 1 53 3,536 2,035 1,501100人以上 20 - 20 3,599 2,132 1,467派遣従業者のみ 14 1 13 - - -47 - 46 688 564 1242 - 2 13 10 3371 148 223 2,603 2,203 400239 79 158 3,958 2,423 1,5357 - 7 236 217 1922 2 20 114 81 33100 20 78 1,589 1,410 1791,041 471 568 6,245 3,242 3,00383 8 75 626 297 329204 125 79 453 269 184108 52 55 510 319 191400 271 127 2,401 863 1,538315 231 82 1,310 536 77478 55 21 435 180 255238 86 149 4,038 930 3,10860 10 50 525 320 205サービス業（他に分類されないもの） 297 26 254 1,762 1,172 590資料：経済センサス-基礎調査

全産業
農林漁業鉱業，採石業，砂利採取業

事業所数産業大分類及び従業者規模 平成21年7月1日現在 従業者数

建設業製造業電気・ガス・熱供給・水道業情報通信業運輸業，郵便業卸売業，小売業金融業，保険業不動産業，物品賃貸業
医療，福祉複合サービス事業
　　　 経済経済経済経済センサスセンサスセンサスセンサス　  事業所及び企業の活動の状態を明らかにし、我が国における包括的な産業構造を明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的として、平成21年に新しく創設された基幹統計調査です。　事業所企業統計調査の内容を引き継いで基本的構造を明らかにする「経済センサス‐基礎調査」と事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス‐活動調査」の２つから成り立っています。　ただし、新しい調査方法を取り入れ、外観では把握困難な事業所が新たに捕捉されているので、増減以外の要素が含まれているため、事業所・企業統計調査との比較はできません。

学術研究，専門・技術サービス業宿泊業，飲食サービス業生活関連サービス業，娯楽業教育，学習支援業
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